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（1）文部科学省の実施した体罰実態調査公表（全国小中高など平成 25年 8月 9日）調査結
 2 
果から 
 ア 体罰教職員 国公私 計 452校 6,721人 
 イ 被害児童・生徒数   計 14,208人（調査方法により軽微なものも含まれる） 
ウ 従前の公立対象の調査より 16倍以上の数値を示した。従前，懲戒処分教員数は，400
人前後。  
 エ 体罰教師 6,721人は，全教師数の 0,58% 

























 オ 上越教育大，梅野正信教授（学校教育学）の話 







ぶ機会を設ける必要がある。（北海道新聞 平成 25.8.10日） 
 









（1） 懲戒行為 学校教育法（11条）を参照。法文略。 
（2） 児童・生徒に対する懲戒権（刑 35条）を参照。法文略。 
（3） 懲戒権の限界 総理府 （現内閣法制局）の見解は，次の７原則が具体的に示され
ている。 
 ア 身体に対する侵害を内容とする懲戒（殴る・蹴る・叩く等々） 
 イ 肉体的苦痛を与える懲戒 （ランニングの強制・長時間のうさぎ飛び等） 
 ウ 放課後教室に残留させる懲戒（罰当番・居残り掃除・トイレ清掃等） 
 エ 教室に入れない懲戒 遅刻した場合（廊下に立たせる・教室から追い出す等） 





  『学校運営サブノート』P194（花輪 稔・学校運営サブノート出版協力会）（内注
釈は，筆者） 
(4)  懲戒限度を超えた場合の責任範囲について，次の法令に明示されている。   
 ア 刑事責任 暴行罪（刑 208）傷害罪（刑 204）監禁罪 参照，法文略。 
イ 民事責任 体罰―傷害 治療費，精神的損害の償い 損害賠償責任 参照，法文略。 
 ウ 行政責任 民事・刑事の責任追及の有無に係わらず懲戒を受ける。 











ア 訓告 学齢児童・生徒には行使は，不可。（学教法施規 13-3） 参照，法文略。 
イ 停学 学齢児童・生徒には行使は，不可。（学教法施規 13-4）参照，法文略。 
ウ 退学 生徒には行使は，不可。（学教法施規 13-4）参照，法文略。 
（7）退学処分に理由について，次の法令に明示されている。   






























(2) 体罰防止のため，（教員・指導主事・校長職を通じ）実践例  
ア 日常の教育活動において，ホーマルとインフォーマルを混同していないかを問い



























































『学校運営サブ・ノート』（花輪 稔 偏著・学校運営サブ・ノート出版協力会） 
    『季刊教育法・懲戒・体罰と教育法の論理』（静岡大教授 牧 柾名・総合労働研
究所） 
    『岩波基本六法』（岩波書店）                                                   
